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 障害基礎年金等は、病気やケガなどによって日常生活や就労が困難になるなど一定の障

がいがあると認められた方に支給されます。 

 

[障害基礎年金] 

●対象者（次の①から③のすべてに該当する方） 

①原則として国民年金に加入している間に初診日のある病気・けが等で障がいの状態に

なったこと。ただし、６０歳以上６５歳未満で日本国内に住んでいれば、加入をやめた

後の病気・けが等によるものでも受けられます。 

②障がい認定日に国民年金法に規定された１級または２級に該当する障がい程度であ

ること。 

③一定の保険料納付要件を満たしていること。 

※支給制限…初診日が２０歳以前の場合、保険料を納めていなくても対象になります。

ただし、この場合は本人の所得制限があります。 

●支給される年金額 

◇１級障害基礎年金…１，０３９，６２５円※ 

◇２級障害基礎年金…８３１，７００円※ 

 ※年金額は物価スライド制により変更されます。 

・障害基礎年金を受けている人に、生計を維持されている子（１８歳に到達した年度末

までの子か２０歳未満の障がいのある子）がいる場合は加算があります。 

●請求方法 

・障害基礎年金裁定請求書、診断書、病歴・就労状況等申立書ほか必要書類を添えて、

市民生活課年金･市民サービス担当へ提出してください。 

 ・受給資格の審査、認定および給付は日本年金機構で行います。 

 

[障害厚生（共済）年金] 

●対象者等 

厚生年金や共済年金の加入中に初診日のある障がいの場合には、障害厚生（共済）年金

の受給資格が生じます。１級から３級まであり、１級と２級の障害厚生年金を受けられる

ときは、障害基礎年金もあわせて支給されます。 

詳しくは岡谷年金事務所（電話２３－３６６１）へお問い合わせください。（※共済年金

の場合はそれぞれの共済組合事務局へ） 

 

障害基礎年金等 
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[特別障害給付金] 

国民年金制度の任意加入期間に加入しなかったことにより、障害基礎年金等を受給して

いない障がい者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情にかん

がみ福祉的措置として創設された給付金制度です。 

●対象者 

・平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生 

・昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった厚生年金、共済組合等の加入者

の配偶者で、当時、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害基礎年

金１級、２級相当の障がいに該当する方で、６５歳に達する日の前日までに当該障がい

状態に該当された方に限ります。 

●支給される給付金額 

◇障害基礎年金１級に該当する方…月額５６，８５０円※ 

◇障害基礎年金２級に該当する方…月額４５，４８０円※ 

※年金額は物価スライド制により変更されます。 

・ご本人の所得によっては、支給額が全額または半額に制限される場合があります。 

・老齢年金、遺族年金、労災補償を受給されている方は、その受給額相当は支給されません。 

●請求方法 

・原則として６５歳に達する日の前日までに請求しなければなりません。 

・特別障害給付金請求書、診断書、病歴・就労状況等申立書ほか必要書類を添えて、 

市民環境課年金･市民サービス担当へ提出してください。 

 ・受給資格の審査、認定および給付は日本年金機構で行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 岡谷年金事務所 

    電 話 ２３－３６６１ 

    ＦＡＸ ２２－４８１１ 

市民生活課 年金・市民サービス担当 

    電 話 ２３－４８１１（内線１１５８） 

 ＦＡＸ ２３－４８１７ 

 

 

問い合わせ先 
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在宅での生活を支援するため、日常生活において常時介護を必要とする在宅の重度障がい

児・重度障がい者の皆さんに、その負担の軽減を図ることを目的として、障害児福祉手当・

特別障害者手当が支給されます 
 
 
 

《障害児福祉手当》 

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の重度障がい児（２０歳未満であって別表

に定める程度の障がいを有する人）です。 

次のような場合は、手当は支給されません 

障がい児が ①障がいを支給事由とする年金を受けることができるとき 

②障がい児入所施設などの施設に入所しているとき 

 

《特別障害者手当》 

日常生活において、常時特別の介護を必要とする在宅の重度障がい者（２０歳以上であっ

て別表に定める程度の障がいを重複して有する人 等）です。 

次のような場合は、手当は支給されません 

障がい者が ①障がい者支援施設や養護老人ホーム、特別養護老人ホームなどの施設に入

所しているとき 

②病院又は診療所に継続して３ヶ月を超えて入院しているとき 

 

別表 該当となる障がいの程度 

区  分 障害児福祉手当 特別障害者手当 

視  覚 両眼の視力がそれぞれ 0.02 以下のもの 等 両眼の視力がそれぞれ 0.03 以下のもの 等 

聴  覚 
両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別す

ることができない程度のもの 
両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

上  肢 
両上肢の機能に著しい障がいを有するもの 

両上肢のすべての指を欠くもの 

両上肢の機能に著しい障がいを有するもの又は両

上肢のすべての指を欠くもの若しくは両上肢のす

べての指の機能に著しい障がいを有するもの 

下  肢 
両下肢の用を全く廃したもの 

両大腿を 1/2 以上失ったもの 

両下肢の機能に著しい障がいを有するもの又は両

下肢を足関節以上で欠くもの 

体  幹 
体幹の機能に座っていることができない程度

の障がいを有するもの 

体幹の機能に座っていることができない程度又は

立ち上がることができない程度の障がいを有する

もの 

その他 

身体の機能の障がい又は長期にわたる安静を

必要とする病状が前各号と同程度以上と認め

られる状態であって、日常生活の用を弁ずる

ことを不能ならしめる程度のもの 

身体の機能の障がい又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状

態であって、日常生活の用を弁ずることを不能な

らしめる程度のもの 

精  神 
精神の障がいであって、前各号と同程度以上

と認められる程度のもの 

精神の障がいであって、前各号と同程度以上と認

められる程度のもの 

重複障がい 

身体の機能の障がい若しくは病状又は精神の

障がいが重複する場合であって、その状態が

前各号と同程度以上と認められるもの 

 

 

＊ 特別障害者手当については原則として、各障がい区分の重複しているものとする。 

１ 手当を受けることができる方 

障障害害児児福福祉祉手手当当・・特特別別障障害害者者手手当当 
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 手当を受けるには、住所地の市町村の障がい福祉担当窓口で次の書類を添えて請求の手続き

をしてください。福祉事務所長の認定を受けることにより支給されます。 

①  受給資格者（障がい児・者の方）の戸籍謄本又は抄本 

②  所定の診断書（市町村受付日の原則３か月以内のもの） 

③  所得状況届 

④  本人、配偶者、扶養義務者の個人番号（マイナンバー）のわかるもの（提示のみ） 

⑤  その他必要書類 

 

 

 

手当は福祉事務所長の認定を受けると、認定請求をした月の翌月分から支給され、２月、５

月、８月、１１月の年４回、支払月の前月までの分（３ヶ月分）が請求時に指定した口座（受

給者本人名義）へ支払われます。 

＊ 過去に物価が下落した際に、年金と同様に平成 12～14 年度の手当額を特例的に据え

置いた影響で、法律が本来想定している水準（本来水準）よりも 1.7％高くなっている水

準（特例水準）を解消するため、以下のとおり手当額が改定されます。 

《手当額 月額》 
 

 

 

 

 

 

 

受給資格者又はその配偶者若しくは受給資格者の生計を維持している扶養義務者の前年の所

得が一定以上ある場合は、その年度（８月から翌年の７月まで）は手当の支給が停止されます。 

所得制限限度額表（控除後の額）                       

扶養親族等の数 本人所得額（注１） 配偶者・扶養義務者所得額（注２） 

０人 3,604,000 円未満 6,287,000 円未満 

１人 3,984,000 円 6,536,000 円 

２人 4,364,000 円 6,749,000 円 

３人 4,744,000 円 6,962,000 円 

４人 5,124,000 円 7,175,000 円 

５人 5,504,000 円 7,388,000 円 

（注１）本人所得額には、所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族がある場合は、

１人につき上記金額に 100,000 円、特定扶養親族及び１６歳以上 19 歳未満の控除対象扶

養親族がある場合は、１人につき 250,000 円が加算されます。 

（注２）配偶者・扶養義務者所得額には、扶養親族等の数が２人以上で扶養親族等に老人扶養親族

がある場合は、１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人

扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６０，０００円が加算されます。 

 

 Ｒ7.４～ 

障害児福祉手当 １６，１００円 

特別障害者手当 ２９，５９０円 

２ 手当を受ける手続き 

３ 手当の支払及び手当額 

４ 支給制限 
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 「所得額」＝年間収入金額－必要経費（給与所得控除額等）－10 万円※－諸控除（◆下表参照） 

  ※10 万円の控除は、給与所得又は公的年金等に係る所得がある場合に限る 

 住民税の課税に際して以下のような控除が行われた場合には、所得額から一定額が控除されます。 

◆「諸控除」の種類及び額 

・勤労学生控除  270,000 円  ・雑損、医療費、小規模企業共済等掛金 当該控除額 

・配偶者特別控除等  当該控除額（最高 33 万円） 

・社会保険料控除 （受給資格者本人） 当該控除額 

・社会保険料相当額（配偶者及び扶養義務者） 80,000 円 

・寡婦控除 270,000 円      ・ひとり親控除 350,000 円 

・障害者控除（※）270,000 円  ・特別障害者控除（※）400,000 円 等 

 （※）障害者・特別障害者控除について、受給資格者本人の所得から控除できるのは、同一生

計配偶者又は扶養親族が障害者又は特別障害者である場合に限ります。 

 

 

 

手当を受給している方は、次のような場合には、届出をしていただくことになっています。

それぞれの書類を忘れずに市役所又は町村役場に届け出てください。 

 

◇受給資格がなくなった時････受給資格喪失届を提出していただきます。 

次のような場合は受給資格がなくなります。該当する場合は届け出てください。 

《障害児福祉手当を受給している方》 

① 障がいを支給事由とする年金を受けることができるようになったとき 

② 障がい児入所施設などの施設に入所したとき 

③ 20 歳に達したとき 

 

《特別障害者手当を受給している方》 

① 障がい者支援施設や養護老人ホーム、特別養護老人ホームなどの施設に入所したとき 

② 病院又は診療所に継続して３ヶ月を超えて入院したとき 

  

 《経過措置による福祉手当を受給している方》 

① 障がいを支給事由とする年金を受けることができるようになったとき 

② 養護老人ホームや特別養護老人ホームなどの施設に入所したとき 

 

◇受給者が死亡した時････死亡届を戸籍法の届出義務者に提出していただきます。(14 日以内) 

 

◇氏名や住所を変更する時････変更届を提出していただきます。(14 日以内) 

 

◇現況の届出････手当を受給されている方は毎年提出していただきます。 

毎年８月１２日から９月１１日までの間に前年の所得状況の確認のため所得状況届 

（現況届）を提出していただきます。福祉事務所から通知が来たら忘れずに提出して 

ください。 
 

受給資格がないのに届出をしないまま手当を受給し、後日資格喪失の 

事実が判明した場合は遡って手当を返還していただくことになります。 

返還金が生じないようご注意ください。 
 

５ 手当を受けている方の届け出 
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精神又は身体に障がいのある満 20 歳未満の児童の福祉の増進を図ることを目的として、特

別児童扶養手当が支給されます 

 

 
 
精神や身体に別表に該当する程度の障がいのある児童を監護する父もしくは母（所得の多い方）、

又は、父母にかわって児童を養育している人です。 
 
次のような場合は、手当は支給されません 

児童が   ①日本国内に住所がないとき 

②障がいを支給事由とする年金を受けることができるとき 

③児童福祉施設に入所しているとき 

  父、母又は養育者が日本国内に住所がないとき 
 

別表 児童の障がい等級表 

1 級 2 級 

１ イ 両眼の視力がそれぞれ 0.03 以下のもの 

  ロ 一眼の視力が 0.04、他眼の視力が手動弁以 

下のもの 

  ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両 

眼の１／４視標による周辺視野角度の和が 

    それぞれ 80 度以下かつ１／２視標による 

両眼中心視野角度が 28 度以下のもの 

  ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認

点数が 70 点以下かつ両眼中心視野視認点

数が 20 点以下のもの 

２ 両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

３ 両上肢の機能に著しい障がいを有するもの 

４ 両上肢のすべての指を欠くもの 

５ 両上肢のすべての指の機能に著しい障がいを有

するもの 

６ 両下肢の機能に著しい障がいを有するもの 

７ 両下肢を足関節以上で欠くもの 

８ 体幹の機能に座っていることができない程度又

は立ち上がることができない程度の障がいを有

するもの 

９ 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障がい

又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各

号と同程度以上と認められる状態であって、日常

生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度の

もの 

10 精神の障がいであって、前各号と同程度以上と認

められる程度のもの 

11 身体の機能の障がい若しくは病状又は精神の障

がいが重複する場合であって、その状態が前各号

と同程度以上と認められる程度のもの 

１ イ 両眼の視力がそれぞれ 0.07 以下のもの 

  ロ 一眼の視力が 0.08、他眼の視力が手動弁以

下のもの 

  ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両

眼の１／４視標による周辺視野角度の和が 

    それぞれ 80 度以下かつ１／２視標による

両眼中心視野角度が 56 度以下のもの 

  ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認

点数が 70 点以下かつ両眼中心視野視認点

数が 40 点以下のもの 

２ 両耳の聴力レベルが９０デシベル以上のもの 

３ 平衡機能に著しい障がいを有するもの 

４ 咀嚼（そしゃく）の機能を欠くもの 

５ 音声又は言語機能に著しい障がいを有するもの 

６ 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠く

もの 

７ 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能

に著しい障がいを有するもの 

８ 一上肢の機能に著しい障がいを有するもの 

９ 一上肢のすべての指を欠くもの 

10 一上肢のすべての指の機能に著しい障がいを有

するもの 

11 両下肢のすべての指を欠くもの 

12 一下肢の機能に著しい障がいを有するもの 

13 一下肢を足関節以上で欠くもの 

14 体幹の機能に歩くことができない程度の障がい

を有するもの 

15 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障が

い又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各

号と同程度以上と認められる状態であって、日常

生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著し

い制限を加えることを必要とする程度のもの 

16 精神の障がいであって、前各号と同程度以上と

認められる程度のもの 

17 身体の機能の障がい若しくは病状又は精神の障

がいが重複する場合であって、その状態が前各号

と同程度以上と認められる程度のもの 

１ 手当を受けることができる方 

特特別別児児童童扶扶養養手手当当 
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 手当を受けるには、次の書類を添えて請求の手続きを行い、県知事の認定を受けることが必要です。 

① 請求者と対象児童の戸籍謄本（外国人の方は登録済証明書） 

② 所定の診断書（療育手帳が A 判定の場合又は身体障害者手帳の 1～3 級が交付されている場合は

その写しにより診断書を省略できる場合があります） 

③ その他必要書類 

※①の戸籍謄本は、「公用」で交付を受けることができる場合があります。 
 

 

 

手当は県知事の認定を受けると、認定請求をした月の翌月分から支給され、４月、８月、１２月（各

月の 11 日ただし、１2月期は 11 月 11日）の３回、支払月の前月までの分が請求時に指定した口座

（受給者本人名義）へ支払われます。 

   《手当額》 

（Ｒ７．４月～） 

 
 

 

手当を受けている人やその配偶者及び扶養義務者の前年の所得が一定以上ある場合は、その年度 

（８月から翌年の７月まで）は手当の支給が停止されます。 

《所得制限限度額表》                       

扶養親族の数 本人所得額 配偶者及び扶養義務者所得額 

０人 4,596,000 円未満 6,287,000 円未満 

１人 4,976,000 円 6,536,000 円 

２人 5,356,000 円 6,749,000 円 

３人 5,736,000 円 6,962,000 円 

４人 6,116,000 円 7,175,000 円 

５人 6,496,000 円 7,388,000 円 

（注）所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族がある場合は、１人につき上記金額に 100,000 円(ただし、

配偶者及び扶養義務者の場合は 60,000 円)、特定扶養親族・１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族がある場合は、 

1 人につき 250,000 円が加算されます。 

所得額（控除後の所得額）の計算方法 

年間収入金額－必要経費（給与所得控除額）－８０，０００円－１００，０００円※－諸控除 

※10 万円の控除は、給与所得又は公的年金等に係る所得がある場合に限る 

                

諸控除の種類及び額 １ 障害者・勤労学生控除････････････････････････270,000 円 
                ２ 寡婦控除････････････････････････････････････270,000 円 

               ３ ひとり親控除････････････････････････････････350,000 円 

              ４ 特別障害者控除･･････････････････････････････400,000 円 

              ５ 雑損、医療費、配偶者特別控除等････････････････当該控除額 
 

 

1 級該当児童 1 人につき 月額５６，８００円 

２級該当児童 1 人につき 月額３７，８３０円 

２ 手当を受ける手続き 

３ 手当の支払及び手当額 

４ 支給制限 

 社会福祉課 障がい福祉担当 

   電 話 ２３－４８１１（内線１２５５～１２５７） 

ＦＡＸ ２２－８４９２ 

 

問い合わせ先 
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 障がい者を扶養している保護者が、毎月一定の掛け金を払い込み、保護者が死亡した場

合、又は著しい障がいを有する状態となったとき、その方が扶養していた障がい者に年金

を支給するものです。障がいのある方１人につき２口まで加入できます。加入者が他の都

道府県などに転出されても転出先での手続きにより継続されます。掛金は全額所得控除さ

れ、年金・弔慰金には所得税がかかりません。 

 

[加入対象者] 

１．保護者の要件 

障がいのある方（次の「障がいのある方の範囲」）を扶養している保護者（父母、配

偶者、兄弟姉妹、祖父母、その他の親族など）であって、次の全ての要件を満たして

いる方。 

（１）県内に住所があること。 

（２）加入時の年度の４月１日時点の年齢が６５歳未満であること。 

（３）特別な疾病又は障がいのない健康状態であること。 

（４）障がいのある方１人に対し加入できる保護者は１人であること。 

２．障がいのある方の範囲 

次のいずれかに該当する障がいのある方で、将来独立自立することが困難であると

認められる方。 

（１）知的障がい者 

（２）身体障がい者（１級～３級） 

（３）精神又は身体に永続的な障害のある方（統合失調症、脳性麻痺、進行性筋萎縮

症、自閉症、血友病など）で、その障害の程度が（１）又は（２）の者と同程

度と認められる方 

 

[掛金] 

掛金月額は、加入時の年度の４月１日時点の保護者の年齢に応じて決まります。 

（１口月額９，３００円～２３，３００円）※制度の見直しにより掛金が改定されることもあります。 

加入者が６５歳以上かつ２０年以上加入した時はその後の掛金が免除されます。また、

掛金の納付が困難な方には掛金の減免を行っています。 

 

 

 

心身障害者扶養共済制度 
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[年金等の給付] 

（１）加入者が死亡した場合、又は著しい障がいを有する状態となったとき、加入者が

扶養していた障がい者に月額１口２０，０００円の年金を支給します。（月額２口

まで） 

（２）加入期間が１年以上で、障がい者が加入者より先に死亡したとき、加入者に対し

て、加入期間に応じて１口５０，０００円～２５０，０００円の弔慰金（一時金）

を支給します。 

（３）５年以上加入した後、この制度を脱退したときは、加入期間に応じて 

１口７５，０００円～２５０，０００の脱退一時金を支給します。 

 

[給付期間] 

保護者の死亡月又は重度障がいとなった月から障がい者の死亡月までです。 

 

[申請に必要な物] 

①印鑑 

②加入者及び対象者の住民票 

③障がいのある方の障がいの種類及び程度を証明する書類 

（障がい者手帳及び年金証書等） 

 ④その他必要な書類 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉課 障がい福祉担当 

   電 話 ２３－４８１１（内線１２５５～１２５７） 

ＦＡＸ ２２－８４９２ 

 

問い合わせ先 


